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特定事業主特例認定申請書
公共職業安定所長　殿

令和　　　年　　月　　　日　　

（事業協同組合等）　　　　　　　 　　及び（特定事業主）　　　　　　　　　　　は、障害者の雇用の促進等に関する法律の規定に基づく障害者雇用率制度及び障害者雇用納付金制度の適用について、同法第45条の３第１項の認定を受けたく、障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則第８条の７第１項の規定により、同条第２項の厚生労働大臣の定める様式による書面を添えて申請します。

〔注意〕

１　「事業協同組合等」及び「特定事業主」とは、障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「法」という。）第45条の３の特例に係る事業協同組合等及び特定事業主をいうこと。

２　この申請書には、様式第６号の12のほか、様式第６号の12（裏面）〔注意〕において添付することとされている関係書類を添付すること。

